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Ⅰ 令和８年第１回県議会定例会提出議案等一覧 

                                                                            

（予   算） 

 １ 令和８年度茨城県一般会計予算 

 ２ 令和８年度茨城県競輪事業特別会計予算 

 ３ 令和８年度茨城県公債管理特別会計予算 

 ４ 令和８年度茨城県市町村振興資金特別会計予算 

 ５ 令和８年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計予算 

 ６ 令和８年度茨城県立医療大学付属病院特別会計予算 

 ７ 令和８年度茨城県国民健康保険特別会計予算 

 ８ 令和８年度茨城県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計予算 

 ９ 令和８年度茨城県中小企業事業資金特別会計予算 

10 令和８年度茨城県農業改良資金特別会計予算 

11 令和８年度茨城県林業・木材産業改善資金特別会計予算 

12 令和８年度茨城県沿岸漁業改善資金特別会計予算 

13 令和８年度茨城県港湾事業特別会計予算 

14 令和８年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計予算 

15 令和８年度茨城県病院事業会計予算 

16 令和８年度茨城県水道事業会計予算 

17 令和８年度茨城県工業用水道事業会計予算 

18 令和８年度茨城県地域振興事業会計予算 

19 令和８年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計予算 

20 令和８年度茨城県流域下水道事業会計予算 

 

（条例その他）                                                           

１ 茨城県税外収入金の延滞金徴収条例及び茨城県行政手続条例の一部を改正する条例 

２ 茨城県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例 

３ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

４ 特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

５ 茨城県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

６ 茨城県地方活力向上地域等における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例 

７ 茨城県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

８ 茨城県国民健康保険条例の一部を改正する条例 

９ 茨城県食品衛生法施行条例の一部を改正する条例 

10 児童福祉法に基づき指定障害児通所支援の事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

11 児童福祉法に基づき指定障害児入所施設の設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例 

12 児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 
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13 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づき幼保連携

型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

14 児童福祉法に基づき一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

15 茨城県産業技術イノベーションセンターの使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

16 茨城県立笠間陶芸大学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

17 茨城県建築基準条例の一部を改正する条例 
、、

18 茨城県市町村立学校教職員へき地手当等支給条例の一部を改正する条例 

19 茨城県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

 

 

 

2



  

人口減少時代の「新しい茨城」づくり 
 

① 「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、「新しい豊かさ」、 

「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、「新しい夢・希望」の４つのチャレ

ンジに取り組む。 

 

②  その中でも特に重点的に進める３つの取組として、「本県に他地域にはな

い特長をつくるための『差別化』」、「本県の将来の発展を見据えた 

『インフラへの投資』」、「『多様な人財』が活躍できる社会の実現」を推進。 

新しい豊かさ 

 

新しい人財育成 

 

 

新しい安心安全 

 

新しい夢・希望 

Ⅱ 令和８年度当初予算案の概要 
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
特に重点的に進める３つの取組 

「差別化」「インフラへの投資」「多様な人財」 

人口減少時代の「新しい茨城」づくり 

併せて経済の好循環に向けて物価高対策を推進(R7 最終補正含む)  
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２ 特に重点的に進める３つの取組等 

 

 ★ 本県に他の地域にない特長をつくるための「差別化」 
  

・県北地域振興のため、日立共創プロジェクトの推進や、「里山資源」を活用した

コンテンツ造成等により地域活力を創出 
  
・新産業を育成し魅力的な働く場を創出するため、成長分野進出支援やベンチャー

企業育成等に加え、クリエイティブ・コンテンツ産業のアニメ分野を開拓 
   
・付加価値向上等による儲かる農林水産業の実現のため、スマート農業技術の活用等による

有機農業の拡大や、ウナギ資源増大対策等を進めるとともに、海外市場への進出を促進 

★ 本県の将来の発展を見据えた「インフラへの投資」 
  

・つくばエクスプレス土浦延伸計画の具体化に向けた必要な追加調査・分析を実施 
  
・茨城空港ターミナルビル拡張に向けた整備方針案を策定 
   
・中央病院とこども病院を統合した新県立病院の整備に向け用地取得等に着手 
  
・阿見町実穀地区において新たな工業団地を造成 

★  本県に「多様な人財」が活躍できる社会の実現 
  

・ひとり親世帯の仕事と育児の両立のため、家事・育児負担を軽減する支援員を派遣 
  
・外国人との秩序ある共生社会実現に向け、生活ルール啓発や地域での関係構築 

支援、外国人児童・生徒への日本語支援体制等を充実 
  
・外国人雇用の適正化促進のため、事業者への巡回訪問体制を強化 

○ その他の取組（４つのチャレンジ） 
  

【新しい豊かさ】 

・中小企業の賃金引上げを推進するとともに、従業員への奨学金返還の補助により

人材確保・定着を支援  

【新しい安心安全】 

・安心して暮らせる社会づくりのため、捜査関係資機材の拡充等により、犯罪対策を強化 

・後方支援医療機関との連携促進により、中核医療機関の救急受入病床を確保  
  
【新しい人財育成】 

・プレ妊活健診の推進や不妊治療費助成の要件緩和、過疎地域の出産祝金制度への

支援により、妊娠・出産の支援体制を充実 

・多様で質の高い学習環境整備のため、小中学生向けオンライン授業等を実施 
  
【新しい夢・希望】 

・欧米豪等に向けた戦略的なプロモーションにより、インバウンド誘客を促進 

・鹿嶋市や鹿島アントラーズと連携し、新たなカシマサッカースタジアム建設の基本計画を策定 
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３ 令和８年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆３,５９９億２４百万円（対前年度当初比＋７.６％） 

 給与改定に伴う人件費の増など義務的経費の増加に加え、社会保障関係費の増のほか、

教育無償化（高校授業料や小学校給食等の負担軽減）の実施等に伴い一般行政費が増

加しており、歳出規模は前年度と比べ、＋７．６％。 

 当初予算の歳出規模として過去最大、県税も過去最大。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ７ Ｒ８ 増減率 

一 般 会 計 1,263,694  1,359,924  7.6 

特 別 会 計 473,350 434,578 ▲8.2 

企 業 会 計 140,328 183,398 30.7 

計 1,877,372 1,977,900 5.4 

 

 

【一般会計当初予算額等の推移】                      
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県税

4,471

33%

地方交付税

2,247

17%

利子割・

地方消費税

清算金

1,640

12%

国庫支出金
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11%

諸収入

1,084

8%

県債
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地方譲与税
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1,082 

8%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

① 県税  ４，４７１億円 【対前年度比：＋９０億円、＋２．１％】 

 県税収入総額は、前年度比＋２．１％、９０億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、利子割・地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車

重量譲与税の合計額）では、前年度比＋５．４％、３００億円の増で、５，８４２億円。 

 個人県民税は、個人所得の増などにより、前年度比＋９．７％、１２１億円の増で、 

１，３７８億円。 

 法人二税は、企業収益の増などにより、前年度比＋６．２％、７１億円の増で、 

１，２２７億円。 

 税制改正に伴う、暫定税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）・自動車税環境性能割廃

止による影響額は、１８２億円の減（減収分は地方特例交付金により全額を補塡）。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 115,587 122,712 7,125 6.2 企業収益の増 

 個 人 県 民 税 125,665 137,807 12,142 9.7 個人所得の増 

 地 方 消 費 税 91,751 99,268 7,517 8.2 物価上昇による増 

自 動 車 税 52,669 48,267 ▲4,402 ▲8.4 環境性能割の廃止による減 

 軽油 引取 税 31,803 16,567 ▲15,236 ▲47.9 暫定税率の廃止による減 

  県税収入計 438,011 447,055 9,044 2.1   

前年度から増加 

・県税      （＋ ２．１％） 

・地方交付税   （＋１０．５％） 

・利子割・地方消費税清算金（＋１０．１％） 

・国庫支出金   （＋１２．０％） 

・県債      （＋ ９．１％） 

・地方譲与税   （＋１５．５％） 

・その他     （＋３２．４％） 

※地方特例交付金（軽油引取税分、自動車税環境 

性能割分の皆増等により＋１０００％） 

 

前年度から減少 

・諸収入     （▲ ７．４％） 

歳入総額 
 

13,599 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 438,011 447,055 9,044 2.1 － 

利子割清算金（清算後）  ② － 410 410 皆増 清算制度創設 

 地方消費税清算金(清算後)③ 57,261 67,543 10,282 18.0 － 

小計（①＋②＋③） 495,272 515,009 19,737 4.0 － 

 特別法人事業譲与税   ④ 58,356 68,592 10,236 17.5 全国的な企業収益の増 

 自動車重量譲与税    ⑤ 549 567 18 3.2 － 

実質的県税 （①～⑤計） 554,177 584,167 29,990 5.4 － 

※表示単位未満四捨五入のため積上と合計が一致しない箇所がある。 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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②   地方交付税 ２，２４７億円 【対前年度比：＋２１３億円、＋１０．５％】 

 普通交付税については、令和７年度の算定結果をもとに、教育無償化に係る地方負担分

や臨時財政対策債の償還対策、産業クラスターの形成・拡大や地場産業の付加価値向上

の推進（地域未来基金費（仮称））など令和８年度の地方財政対策の内容等を踏まえ算

定し、前年度比＋１０．６％、２１４億円増の２，２２５億円。 

 特別交付税については、交付実績を踏まえ、前年度同額の２０億円。 

 臨時財政対策債については、前年度に引き続き、新規発行額はゼロ。 

 この結果、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的地方交付税は２，２４７億円

となり、前年度比＋１０．５％、２１３億円の増。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 地財対策 

 地 方 交 付 税  203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

 

 

 

普通交付税     201,100 222,500 21,400 10.6 
6.5 

特別交付税 2,000 2,000 - - 

震災復興特別交付税 276 200 ▲76 ▲27.5 ▲38.1 

 臨時財政対策債        - - - - - 

合 計（実質的地方交付税） 203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

 

 

③  県債 ８２８億円 【対前年度比：＋６９億円、＋９．１％】 

 県債の発行額は、前年度に引き続き、臨時財政対策債の新規発行額がゼロとなるものの、

公共事業に加え、古河警察署や神栖特別支援学校（仮称）の整備の進捗等により、前年度

比＋９．１％、６９億円の増。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、６．１％と０．１ポイント増（前年度当

初：６．０％） 

 将来の財政負担の軽減を図るため、令和８年度に県債の発行抑制や繰上げ償還に取り組

み、県債残高は、令和８年度末（見込）で、１兆９，１７８億円となり、令和７年度末（見

込）に比べ４０１億円の減。 

 

【県債発行額及び県債残高の前年度比較】                          （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 備  考 

 県債 発行 額 75,894 82,780 6,886 9.1 － 

 県 債 残 高 1,957,819 1,917,766 ▲40,053 ▲2.0 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 地財対策 

 県税(地方消費税・利子割清算後) 495,272 515,009 19,737 4.0 (県税)  5.8 

 地方譲与税 62,548 72,235 9,687 15.5 7.7 

地方特例交付金 1,800 19,800 18,000 1,000.0 － 

 実質的地方交付税 203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

合   計 762,996 831,744 68,748 9.0 (水準超除き)  5.8 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額 

※実質的地方交付税には、教育無償化（地方負担分）、臨時財政対策債償還対策、地域未来基金費

（仮称）分の２２７億円を含む。 

 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

２０２億円 【対前年度比：▲３９億円、▲１６．１％】 

 令和７年度当初予算に引き続き、後年度負担軽減の観点からの県債発行抑制などのた

め、繰入金２０２億円を一般財源として使用する。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 24,059 20,192 ▲3,867 ▲16.1 

一般財源基金残高（年度末） 97,280※１ 109,400 程度※２   

※1 R7-12 月補正後の残高見込み。 

※2 R7 税収見込等を踏まえ、R7 最終補正予算で積み立てる予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

８，３１７億円 【対前年度比：＋６８７億円、＋９．０％】 

 県税（地方消費税・利子割清算後）や実質的地方交付税等を合わせた実質的な一般財源

総額は、８，３１７億円となり、対前年度比で＋９．０％、６８７億円の増。 

 地方特例交付金は、暫定税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）・自動車税環境性能割

廃止に伴う減収に対する補塡により前年度比＋１，０００．０％、１８０億円の増。 
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人件費

3,461 

26%

公債費

1,632 

12%

扶助費

292 

2%
一般行政費の一部

（内数 1,523 ）

一般行政費

4,580

34%

投資的経費

（公共）

1,109 

8%

投資的経費

（その他）

447 

3%

税交付金等

2,078 

15%
義務的経費

5,385 

40%投資的経費

1,556 11%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

   

  

   

 

  

 

 

①  義務的経費 ５，３８５億円 【対前年度比：＋４３１億円、＋８．７％】 

歳出全体に占める構成比：３９．６％（前年度 ３９．２％） 

 人件費は、給与改定に伴い職員給与費等が増となるとともに、定年延長に伴う隔年での

定年退職者数増による退職手当の増により、前年度比＋８．６％。 

※人件費（退職手当除き） ３，２０６億円（＋５．３％） 

 公債費は、金利上昇を踏まえた繰上償還（借換抑制９８億円）等の実施により、前年度

比＋９．３％。 

 扶助費は、児童福祉入所施設等委託費の増等により、前年度比＋６．１％。社会保障関

係費（扶助費及び一般行政費の一部）については、介護給付費負担金や自立支援給付費

の増等により、前年度比＋３．１％。 

 

②  投資的経費 １，５５６億円 【対前年度比：＋７１億円、＋４．８％】 

（公共＋３．２％、その他投資＋８．８％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（企業会計含み）については、災害・危機に強い公共インフラづくりなど

の視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等に加えて、下水道管路老朽化対策等の推

進を図ることとし、前年度比＋４．０％の８２７億円。 

 なお、国の経済対策（防災・減災、国土強靭化の推進）への対応については、令和７年

度最終補正予算に４０９億円を計上予定。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（企業会計含み）については、新最終処分場関連道路の整備による増や道

路等の維持管理に係る労務費等の上昇分を計上したことから、前年度比＋１０．６％の

３４３億円。 

前年度から増加 

・人件費    （＋ ８．６％） 

・公債費    （＋ ９．３％） 

・扶助費    （＋ ６．１％） 

[社会保障関係費（＋ ３．１％）] 

・一般行政費  （＋ ７．７％） 

・投資的経費  （＋ ４．８％） 

・税交付金等  （＋ ６．９％） 

歳出総額 
 

13,599 

社会保障関係費 
1,815 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比＋５．９％の１，１７１億円。なお、一般会計分は、

前年度比＋３．２％の１，１０９億円。 

 国の経済対策分（令和７年度最終補正予算で計上予定）を合算した場合は、＋１０．８

％の１，５８０億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

 その他投資については、古河警察署や神栖特別支援学校（仮称）の整備の進捗等により 

前年度比＋８．８％の４４７億円。 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 

 国補公共事業 79,511 82,729  3,218  4.0  

 

 

補 助 事 業 62,925  65,737  2,812  4.5  

直轄事業負担金 16,586  16,992  406  2.4  

 県単公共事業 31,059  34,339  3,280  10.6 

合  計 110,570  117,068  6,498  5.9  

 

＜参考＞ 令和７年度最終補正予算に計上予定の国の経済対策への対応分を合算した場合の金額

及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R7 経済対策 

A 

R8 当初 

B 

計 

C=A+B 

R6 経済対策 

D 

R7 当初 

E 

計 

F=D+E 

増減率 

C/F 

40,920 117,068 157,988 32,040 110,570 142,610 10.8 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

国補公共事業 ７８１ ８１９ ７９７ ７９５ ８２７ 

県単公共事業 ２６３ ２７０ ３０４ ３１１ ３４４ 

合計 １，０４４ １，０８９ １，１０１ １，１０６ １，１７１ 

 

③  一般行政費 ４，５８０億円【対前年度比：＋３２６億円、＋７．７％】 

一般行政費は、特に重点的に進める３つの取組「差別化」、「インフラへの投資」、「多様 

な人財」に係る予算について所要額を計上したほか、以下のような経費等を計上したことによ

り、前年度比で＋７．７％の４，５８０億円。 

 教育無償化（高校授業料や小学校給食等の負担軽減）の実施に伴う経費を計上（＋１８９ 

億円） 

 経済の好循環に向けた物価高対策を推進するため、国経済対策を踏まえ、中小企業等の賃 

上げ環境の整備や、医療機関・福祉施設等の社会インフラへの物価高騰対策支援などの関連

予算を計上（計１９４億円（R7 最終補正予算見込を含む）） 

 官公需における適切な価格転嫁を推進し、物価高に対応するため、維持管理経費等に係る労 

務費等の上昇分を計上（＋１７億円） 

 

県単公共事業 

国補公共事業 
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④  財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

令和８年度当初予算では、普通交付税で措置される臨時財政対策債の償還対策分を活用し、借

換を抑制する（９８億円）とともに、投資的経費に充てる財源の一部（１０６億円）に一般財源

を使用し、２０４億円の県債発行抑制に取り組むことで後年度負担の軽減を図る。この結果、県

債残高は、令和８年度末（見込）で、１兆９，１７８億円となり、令和７年度末（見込）に比べ

４０１億円の減。 

[財政健全化に向けた目標] 

 県債残高を前年度以下に縮減 

→ 令和８年度当初予算案では、県債残高は前年度以下に縮減。 

 プライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和８年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 

 

【県債残高、プライマリーバランスの推移】                 （単位：億円） 

 

  

 

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（注）R6 までは決算額、R7 は最終補正予算時見込額、R8 は当初予算時見込額 

R8 末県債残高（見込）の R7 末県債残高（見込）に対する差額（401 億円の減）は、 

表示単位未満四捨五入の関係で、グラフ上の差引と一致しない。 

黒字 

赤字 
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７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円、％） 

区 分 R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 318,554  25.2  346,086  25.5  27,532  8.6  

公 債 費 149,410  11.8  163,260  12.0  13,850  9.3  

扶 助 費 27,525  2.2  29,202  2.1  1,677  6.1  

社会保障 

関 係 費 
(176,045)  (14.0)  (181,527)  (13.3)  (5,482)  (3.1)  

計 495,489  39.2  538,548  39.6  43,059  8.7  

 
 

 
 

 

投 
 

 

資 
 
 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 107,396  8.5  110,859  8.1  3,463  3.2  

 うち国補 76,368  6.0  76,551  5.6  183  0.2  

うち県単 31,028  2.5  34,308  2.5  3,280  10.6  

そ の 他 41,096  3.2  44,725  3.3  3,629  8.8  

 うち国補 20,322  1.6  26,100  1.9  5,778  28.4  

うち県単 20,774  1.6  18,625  1.4  ▲2,149  ▲10.3  

計 148,492  11.7  155,584  11.4  7,092  4.8  

 うち国補 96,690  7.6  102,651  7.5  5,961  6.2  

うち県単 51,802  4.1  52,933  3.9  1,131  2.2  

一 般 行 政 費 425,411  33.7  457,995  33.7  32,584  7.7  

税 交 付 金 等 194,302  15.4  207,797  15.3  13,495  6.9  

 合  計   1,263,694  100.0  1,359,924  100.0  96,230  7.6  

（注）公共事業は下水道事業（企業会計）除きである。 
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８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円、％） 

款 名 R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税       438,011    34.7       447,055    32.9         9,044     2.1 

利子割清算金             -       -         1,427     0.1         1,427     皆増 

地方消費税清算金        148,877    11.8        162,575    11.9        13,698     9.2 

地 方 譲 与 税        62,548     4.9        72,235     5.3        9,687     15.5 

地方特例交付金         1,800     0.1        19,800     1.4       18,000  1000.0 

地 方 交 付 税        203,376    16.1        224,700    16.5        21,324     10.5 

交通安全対策特別交付金            699     0.1            656     0.1          ▲43   ▲6.2 

分担金及び負担金          8,517     0.7          7,584     0.6        ▲933   ▲11.0 

使用料及び手数料         15,804     1.2         15,563     1.1        ▲241    ▲1.5 

国 庫 支 出 金        136,143    10.7        152,515    11.2       16,372   12.0 

財 産 収 入          2,475     0.2          2,809     0.2          334    13.5 

寄 附 金          1,056     0.1          1,475     0.1           419     39.7 

繰 入 金         46,367     3.7         55,343     4.1        8,976     19.4 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       117,127     9.3       108,407     8.0       ▲8,720    ▲7.4 

県 債         75,894     6.0         82,780     6.1         6,886     9.1 

 合  計        1,263,694   100.0      1,359,924   100.0       96,230     7.6 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円、％） 

 

款 名 
R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 
増 減 率 

議 会 費 2,018  0.2  2,022  0.1  4  0.2  

総 務 費 37,778  3.0  49,640  3.7  11,862  31.4  

企 画 開 発 費 17,515  1.4  16,507  1.2  ▲1,008  ▲5.8  

生 活 環 境 費 14,166  1.1  19,258  1.4  5,092  35.9  

防災・危機管理費 6,795  0.5  5,745  0.4  ▲1,050  ▲15.5  

保 健 医 療 費 142,342  11.3  146,096  10.7  3,754  2.6  

福 祉 費 91,444  7.2  95,780  7.1  4,336  4.7  

労 働 費 5,465  0.4  7,592  0.6  2,127  38.9  

農林水産業費 40,949  3.3  44,073  3.2  3,124  7.6  

営 業 戦 略 費 6,760  0.5  7,252  0.5  492  7.3  

立 地 推 進 費 15,361  1.2  14,647  1.1  ▲714  ▲4.6  

商 工 費 97,976  7.8  92,543  6.8  ▲5,433  ▲5.5  

土 木 費 99,473  7.9  100,617  7.4  1,144  1.2  

警 察 費 67,496  5.3  71,790  5.3  4,294  6.4  

教 育 費 280,901  22.2  322,461  23.7  41,560  14.8  

災 害 復 旧 費 796  0.1  789  0.1  ▲7  ▲0.9  

公 債 費 149,417  11.8  163,270  12.0  13,853  9.3  

諸 支 出 金 186,042  14.7  198,842  14.6  12,800  6.9  

予 備 費 1,000  0.1  1,000  0.1  -  0.0  

 合  計   1,263,694  100.0  1,359,924  100.0  96,230  7.6  
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教育費

3,225 

24%

諸支出金

1,988 

15%

公債費

1,633 

12%

保健医療費

1,461 

11%

土木費

1,006 

7%

福祉費

958 

7%

商工費

925 

7%警察費

718 

5%

総務費

496

4%

農林水産業費

441 

3%

その他

748

5%

県税

4,471

33%

地方交付税

2,247

17%

利子割・地方消費税清算金

1,640

12%

国庫支出金

1,525

11%

諸収入

1,084

8%

県債

828

6%

地方譲与税

722

5%

その他

1,082

8%

令和８年度一般会計予算 歳入・歳出の内訳

歳入総額

13,599

歳出総額

13,599

（単位：億円、構成比）

・企画開発費

・立地推進費

・生活環境費

・防災・危機管理費

・営業戦略費

・労働費

・議会費

・予備費

・災害復旧費

・繰入金

・使用料及び手数料

・地方特例交付金

・分担金及び負担金

・繰越金

・財産収入

・寄附金

・交通安全対策

特別交付金
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人件費

3,461 

26%

公債費

1,632 

12%

扶助費

292 

2%

 

一般行政費

の一部

1,523 

（内数）

一般行政費

4,580

34%

投資的経費

（公共）

1,109 

8%

投資的経費

（その他）

447 

3%

税交付金等

2,078 

15%

義務的経費

5,385 

40%
投資的経費

1,556 
11%

令和８年度一般会計予算 歳出（性質別）の内訳
（単位：億円、構成比）

歳出総額

13,599

社会保障関係費
1,815
13%
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R7当初 
(Ａ) 

R8当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 25,038  25,299  261  1.0  

公 債 管 理 148,909  143,470  ▲5,439  ▲3.7  

市 町 村 振 興 資 金 697  729  32  4.6  

鹿島臨海工業地帯造成事業 4,565  3,000  ▲1,565  ▲34.3  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,418  3,645  227  6.6  

国 民 健 康 保 険 237,350  237,729  379  0.2  

母子・父子・寡婦福祉資金 322  197  ▲125  ▲38.8  

中 小 企 業 事 業 資 金 1,168  803  ▲365  ▲31.2  

農 業 改 良 資 金 20  18  ▲2  ▲10.0  

林業・木材産業改善資金 71  71  -  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72  51  ▲21  ▲29.2  

港 湾 事 業 10,621  12,006  1,385  13.0  

都市計画事業土地区画整理事業 41,099  7,560  ▲33,539  ▲81.6  

 合  計   473,350  434,578  ▲38,772  ▲8.2  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R7当初 
(Ａ) 

R8当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 29,836  33,560  3,724  12.5  

水 道 事 業 41,095  42,668  1,573  3.8  

工 業 用 水 道 事 業 21,016  28,119  7,103  33.8  

地 域 振 興 事 業 20,462  46,675  26,213  128.1  

鹿島臨海都市計画下水道事業 5,075  6,758  1,683  33.2  

流 域 下 水 道 事 業 22,844  25,618  2,774  12.1  

 合  計   140,328  183,398  43,070  30.7  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
［一般会計］ 

（新 規 分） 

事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

地 方 債 証 券 

共 同 発 行 連 帯 債 務 

他の地方公共団体と共同して証券を発行す

る地方債について、当該団体と連帯して償還

及び利子の支払をなす義務を負う。 

自 令和８年度 

至 令和18年度 

元金1,189,000,000千円及び 

これに対する利子相当額 

環 境 保 全 施 設 

資 金 利 子 補 給 

茨城県環境保全施設資金融資制度に基づ

き、金融機関が中小企業者等に対し、令和８

年度において資金を貸し付けたときは、県は

当該金融機関に対し利子補給する。 

自 令和９年度 

至 令和15年度 

融資総額１億5,323万円の

融資残高に対し、茨城県

環境保全施設資金融資制

度要項に定める利子補給

率を乗じて得た額 

環 境 保 全 施 設 整 備 

資 金 利 子 補 給 

茨城県環境保全施設整備資金利子補給制度

に基づき、政府系金融機関が中小企業者に対

し、令和８年度において資金を貸し付けたと

きは、県は当該中小企業者に対し利子補給す

る。 

自 令和９年度 

至 令和28年度 

融資総額2,500万円の融資 

残高に対し、茨城県環境

保全施設整備資金利子補

給金交付要項に定める利

子補給率を乗じて得た額 

い ば ら き 消 防 

指 令 セ ン タ ー 

通信指令機器更新事業 

費 用 負 担 協 定 

いばらき消防指令センター通信指令機器更

新事業に係る費用負担について、茨城消防救

急無線・指令センター運営協議会と協定を締

結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
392,700千円 

古 河 保 健 所 

新 築 工 事 請 負 契 約 

古河保健所新築工事に係る工事請負契約を

締結する。 
令和９年度 747,617千円 

つ く ば 保 健 所 

改 築 工 事 請 負 契 約 

つくば保健所改築工事に係る工事請負契約

を締結する。 
令和９年度 822,803千円 

潮 来 保 健 所 

新 築 工 事 請 負 契 約 

潮来保健所新築工事に係る工事請負契約を

締結する。 
令和９年度 718,963千円 

が ん 先 進 医 療 費 

利 子 補 給 

茨城県がん先進医療費利子補給制度に基づ

き、県民が金融機関からがんの先進医療を受

けるための治療費を借りるときは、県は当該

県民に対し利子補給する。 

自 令和９年度 

至 令和15年度 

融資総額300万円の融資 

残高に対し、茨城県がん

先進医療費利子補給金交

付要綱に定める利子補給

率を乗じて得た額 

地 域 医 療 医 師 修 学 

資 金 貸 与 契 約 

茨城県地域医療医師修学資金貸与条例に基

づき、修学資金貸与契約を修学生と締結す

る。 

自 令和９年度 

至 令和13年度 
927,000千円 

医 師 教 育 資 金 

利 子 補 給 

茨城県医師教育資金利子補給制度に基づ

き、県民が金融機関から医学部進学のための

教育資金を借りるときは、県は当該県民に対

し利子補給する。 

自 令和９年度 

至 令和15年度 

融資総額15億円の融資残 

高に対し、茨城県医師教

育資金利子補給金交付要

綱に定める利子補給率を

乗じて得た額 

医 師 海 外 派 遣 事 業 

費 用 負 担 協 定 

医師海外派遣事業に係る費用負担につい

て、国立大学法人筑波大学と協定を締結す

る。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
18,000千円 

地 域 医 療 薬 剤 師 修 学 

資 金 貸 与 契 約 

茨城県地域医療薬剤師修学資金貸与条例に

基づき、修学資金貸与契約を修学生と締結す

る。 

自 令和９年度 

至 令和13年度 
12,000千円 

病院薬剤師奨学金返済 

支 援 事 業 費 補 助 

茨城県病院薬剤師奨学金返済支援事業補助

金制度に基づき、薬剤師不足地域内の病院で

新たに勤務を開始した薬剤師が独立行政法人

日本学生支援機構等に対して奨学金を返済し

た額の一部を補助する。 

自 令和９年度 

至 令和15年度 
16,500千円 
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事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 

創業支援融資制度に基づき、茨城県信用保

証協会が保証した債務によって損失が生じた

ときは、県がその損失を補償する旨の契約を

当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
54,000千円 

女 性 ・ 若 者 ・ 障 害 者 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 

女性・若者・障害者創業支援融資制度に基

づき、茨城県信用保証協会が保証した債務に

よって損失が生じたときは、県がその損失を

補償する旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
47,000千円 

新 分 野 進 出 等 支 援 

融 資 損 失 補 償 

 新分野進出等支援融資制度及び小規模企業

支援融資制度に基づき、茨城県信用保証協

会が保証した債務によって損失が生じたとき

は、県がその損失を補償する旨の契約を当該

協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
58,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 

パワーアップ融資（旧パワーアップ融資）

制度及び小規模企業支援融資制度に基づき、

茨城県信用保証協会が保証した債務によって

損失が生じたときは、県がその損失を補償す

る旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
270,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 

パワーアップ融資（旧セーフティネット融

資）制度及び小規模企業支援融資制度に基

づき、茨城県信用保証協会が保証した債務に

よって損失が生じたときは、県がその損失を

補償する旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和20年度 
71,000千円 

再 生 支 援 融 資 

損 失 補 償 

再生支援融資制度に基づき、茨城県信用保

証協会が保証した債務によって損失が生じた

ときは、県がその損失を補償する旨の契約を

当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
44,000千円 

災 害 対 策 融 資 

損 失 補 償 

災害対策融資制度に基づき、茨城県信用保

証協会が保証した債務によって損失が生じた

ときは、県がその損失を補償する旨の契約を

当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
2,100千円 

借 換 融 資 

損 失 補 償 

借換融資制度及び小規模企業支援融資制度

に基づき、茨城県信用保証協会が保証した債

務によって損失が生じたときは、県がその損

失を補償する旨の契約を当該協会と締結す

る。 

自 令和８年度 

至 令和23年度 
56,000千円 

失 業 者 等 生 活 資 金 

融 資 損 失 補 償 

失業者等生活資金融資制度に基づき、日本

労働者信用基金協会が保証した債務によって

損失が生じたときは、県がその損失を補償す

る旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和14年度 
1,250千円 

離 職 者 等 再 就 職 訓 練 

業 務 委 託 契 約 

介護福祉士養成訓練業務等に係る委託契約

を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
14,388千円 

離 職 者 等 再 就 職 訓 練 

業 務 委 託 契 約 

調理師養成訓練業務及び農業実践訓練業務

に係る委託契約を締結する。 
令和９年度 3,498千円 

水戸産業技術専門学院 

実 習 棟 建 設 

工 事 請 負 契 約 

水戸産業技術専門学院の実習棟建設に係る

工事請負契約を締結する。 
令和９年度 1,725,210千円 

つ く ば 国 際 会 議 場 

大 ホ ー ル 設 備 更 新 

業 務 委 託 契 約 

つくば国際会議場の大ホール設備更新業務

に係る委託契約を締結する。 
令和９年度 238,439千円 
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事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

野 菜 価 格 安 定 対 策 

事 業 費 補 助 

公益社団法人茨城県農林振興公社が、農畜

産業振興機構に対して支払う指定野菜価格安

定対策資金に不足が生じた場合、県が公社に

対し、令和８年度における県の必要造成計画

額と国が定める最低現金保有額との差額を限

度とし、その不足額を補助する。 

自 令和８年度 

至 令和９年度 
243,842千円 

農 業 近 代 化 資 金 

利 子 補 給 

農業近代化資金融通法に基づき、金融機関

が農業者等に対し、令和８年度において資金

を貸し付けたときは、県は当該金融機関に対

し利子補給する。 

自 令和９年度 

至 令和28年度 

融資総額32億円の融資残

高に対し、茨城県農業近

代化資金利子補給金交付

規程第３条に規定する率

を乗じて得た額 

農 業 経 営 負 担 軽 減 

支 援 資 金 利 子 補 給 

茨城県農業経営負担軽減支援資金利子補給

金交付要項に基づき、金融機関が農業者に対

し、令和８年度において資金を貸し付けたと

きは、県は当該金融機関に対し利子補給す

る。 

自 令和９年度 

至 令和23年度 

融資総額２千万円の融資

残高に対し、茨城県農業

経営負担軽減支援資金利

子補給金交付要項第２条

に規定する率を乗じて得

た額 

農 作 物 災 害 経 営 

資 金 等 利 子 補 給 

（ 現 年 災 分 ） 

茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基

づき、金融機関が被害農業者等に対し、令和

８年度において１億１千万円の範囲内で経営

資金等を貸し付けたときは、県は市町村が当

該金融機関に対し利子補給した額の一部を補

助する。 

自 令和９年度 

至 令和20年度 

融資総額１億１千万円の

融資残高に対し、茨城県

農林漁業災害対策特別措

置条例施行規則第４条に

規定する率を乗じて得た

額 

農 作 物 災 害 経 営 

資 金 等 損 失 補 償 

（ 現 年 災 分 ） 

茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基

づき、被害農業者等に対し、経営資金を貸し

付けた金融機関に損失が生じたときは、県は

市町村が当該金融機関に対し損失補償した額

の一部を補助する。 

令和11年度以降 44,000千円 

農業ビジネス保証制度 

融 資 損 失 補 償 

農業ビジネス保証制度に基づき、茨城県信

用保証協会が保証した債務によって損失が生

じたときは、県がその損失を補償する旨の契

約を当該協会と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和28年度 
31,250千円 

漁 業 近 代 化 資 金 等 

利 子 補 給 

漁業近代化資金融通法に基づき、金融機関

が漁業者等に対し、令和８年度において資金

を貸し付けたときは、県は当該金融機関に対

し利子補給する。 

自 令和９年度 

至 令和31年度 

融資総額17億円の融資残

高に対し、茨城県漁業近

代化資金等利子補給金交

付要項第３条に規定する

率を乗じて得た額 

水 産 加 工 経 営 改 善 

促 進 資 金 利 子 補 給 

茨城県水産加工経営改善促進資金利子補給

金交付要項に基づき、金融機関が水産加工業

者に対し、令和８年度において資金を貸し付

けたときは、県は当該金融機関に対し利子補

給する。 

自 令和９年度 

至 令和11年度 

融資総額１億円の融資残

高に対し、茨城県水産加

工経営改善促進資金利子

補給金交付要項第４条に

規定する率を乗じて得た

額 

県 営 か ん が い 排 水 

事 業 工 事 請 負 契 約 

上備前川排水機場地区の排水ポンプ設備工

事に係る工事請負契約を締結する。 
令和９年度 400,000千円 

県 営 か ん が い 排 水 

事 業 工 事 請 負 契 約 

長井戸沼湛水防除機場２期地区の排水ポン

プ設備工事に係る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
600,000千円 

地 方 道 路 整 備 

工 事 請 負 契 約 

一般国道123号、東茨城郡城里町御前山地 

先の地方道路整備に係る工事請負契約を締結

する。 

令和９年度 1,000,000千円 

地 方 道 路 整 備 

業 務 委 託 契 約 

主要地方道野田牛久線、守谷市大柏地内の

地方道路整備に係る委託契約を締結する。 
令和９年度 290,000千円 

地 方 道 路 整 備 

費 用 負 担 協 定 

主要地方道野田牛久線、守谷市大柏地先の

地方道路整備に係る費用負担について、千葉

県知事と協定を締結する。 

令和９年度 120,000千円 
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事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

合 併 市 町 村 幹 線 道 路 

緊 急 整 備 支 援 事 業 

工 事 請 負 契 約 

常陸太田市道0139号線、常陸太田市真弓町

地内の常陸太田工区外１箇所の合併市町村幹

線道路緊急整備に係る工事請負契約を締結す

る。 

自 令和９年度 

至 令和11年度 
9,990,000千円 

地 方 道 路 整 備 

費 用 負 担 契 約 

主要地方道常陸那珂港山方線、那珂市額田

南郷地内の地方道路整備に係る費用負担につ

いて、東日本旅客鉄道株式会社水戸支社長と

契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和15年度 
7,000,000千円 

国 補 河 川 改 修 

工 事 請 負 契 約 

一級河川桜川、つくば市小田地先外５箇所

の河川改修に係る工事請負契約を締結する。 
令和９年度 700,000千円 

茨 城 県 土 地 

開 発 公 社 事 業 

資 金 借 入 金 

債 務 保 証 

新県立病院建設用地先行取得等に係る金融

機関の茨城県土地開発公社に対する事業運営

資金の融資について、県がその債務を保証す

る旨の契約を金融機関と締結する。 

自 令和８年度 

至 令和13年度 
3,230,000千円 

県 営 住 宅 建 設 

工 事 請 負 契 約 

大島アパートの建設に係る工事請負契約を

締結する。 
令和９年度 832,100千円 

県 立 学 校 外 構 

工 事 請 負 契 約 

（仮称）神栖特別支援学校の外構工事に係

る工事請負契約を締結する。 
令和９年度 379,593千円 

自 然 博 物 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

自然博物館の展覧会開催業務に係る委託契

約を締結する。 
令和９年度 473千円 

近 代 美 術 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

近代美術館の展覧会開催業務に係る委託契

約を締結する。 
令和９年度 2,200千円 

陶 芸 美 術 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

陶芸美術館の展覧会開催業務に係る委託契

約を締結する。 
令和９年度 5,500千円 

放 置 車 両 確 認 等 

事 務 委 託 契 約 

放置車両の確認及び標章の取付け事務に係

る委託契約を締結する。 
令和９年度 26,308千円 
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［企業会計］ 

（新 規 分） 

事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 工 事 請 負 契 約 

鹿島臨海都市計画下水道の処理場整備に係

る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,450,000 千円 

霞 ケ 浦 常 南 流 域 

下 水 道 工 事 請 負 契 約 

霞ケ浦常南流域下水道の処理場、ポンプ場

及び管路整備に係る工事請負契約を締結す

る。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,928,180 千円 

霞 ケ 浦 湖 北 流 域 

下 水 道 工 事 請 負 契 約 

霞ケ浦湖北流域下水道の処理場及びポンプ

場整備に係る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,336,698 千円 

那 珂 久 慈 流 域 下 水 道 

工 事 請 負 契 約 

那珂久慈流域下水道の処理場及びポンプ場

整備に係る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,487,700 千円 

利 根 左 岸 さ し ま 流 域 

下 水 道 工 事 請 負 契 約 

利根左岸さしま流域下水道の処理場整備に

係る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
297,000 千円 

鬼 怒 小 貝 流 域 

下 水 道 工 事 請 負 契 約 

鬼怒小貝流域下水道の処理場整備に係る工

事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
773,000 千円 

新 県 立 病 院 建 設 用 地 

先 行 取 得 等 委 託 契 約 

新病院建設に係る用地取得等について、茨

城県土地開発公社理事長と委託契約を締結す

る。 

自 令和８年度 

至 令和13年度 
3,230,000 千円 

県 南 西 広 域 水 道 建 設 

事 業 工 事 請 負 契 約 

県南西広域水道建設事業の導水施設及び送

水施設に係る工事請負契約を締結する。 
令和９年度 2,888,579 千円 

県 南 西 広 域 水 道 建 設 

事 業 工 事 請 負 契 約 

県南西広域水道建設事業の送水施設に係る

工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
676,170 千円 

県 南 西 広 域 水 道 事 業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

県南西広域水道事業の粒状活性炭再生業務

に係る委託契約を締結する。 
令和９年度 92,268 千円 

鹿 行 広 域 水 道 事 業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

鹿行広域水道事業の粒状活性炭再生業務に

係る委託契約を締結する。 
令和９年度 32,780 千円 

県 中 央 広 域 水 道 事 業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

県中央広域水道事業の粒状活性炭再生業務

に係る委託契約を締結する。 
令和９年度 7,370 千円 

水 道 事 業 認 可 申 請 書 

作 成 業 務 委 託 契 約 

水道事業認可申請書作成業務に係る委託契

約を締結する。 
令和９年度 267,366 千円 

企業局財務会計システム

構 築 業 務 委 託 契 約 

企業局財務会計システム構築業務に係る委

託契約を締結する。 
令和９年度 86,170 千円 

那珂川工業用水道建設 

事 業 工 事 請 負 契 約 

那珂川工業用水道建設事業の配水施設に係

る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,090,000 千円 

県 南 西 広 域 工 業 用 

水 道 建 設 事 業 

工 事 請 負 契 約 

県南西広域工業用水道建設事業の導水施設

に係る工事請負契約を締結する。 
令和９年度 1,347,682 千円 

県 央 広 域 工 業 用 

水 道 建 設 事 業 

工 事 請 負 契 約 

県央広域工業用水道建設事業の配水施設に

係る工事請負契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和10年度 
1,900,000 千円 

阿 見 実 穀 地 区 

土 地 造 成 事 業 

造成関連業務委託契約 

阿見実穀地区土地造成事業の用地取得及び

造成事業に係る委託契約を締結する。 

自 令和９年度 

至 令和11年度 
8,442,992 千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 
 

議   案 内    容 

（総務課、財政課） 

 茨城県税外収入金の延滞金徴収

条例及び茨城県行政手続条例の一部

を改正する条例 

 

 地方税法及び行政手続法の一部改

正による公示送達のデジタル化を踏

まえ、所要の改正をしようとするも

のである。 

改正の内容 

 

 所在がわからない者への公示送達の方法として、掲示場への

掲示に加え、インターネットによる公表を追加するもの 

 

 

 

 

 

（施行日 規則で定める日外） 

（総務課） 

 茨城県公益認定等審議会条例の

一部を改正する条例 

 

 公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の一部改正に伴

い、所要の改正をしようとするもの

である。 

改正の内容 

 

 茨城県公益認定等審議会が処理する事項として、新たに公益

信託に関する事項を追加するもの 

 

 

 

（施行日 令和８年４月１日） 

（人事課） 

 職員の給与に関する条例等の一部

を改正する条例 

 

 人事委員会の勧告等を踏まえ、所

要の改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 給料表の見直し 

職責をより重視した給料体系とするための給料表の号給構

成等の見直し 

 

２ 通勤手当の見直し 

 (1) 交通用具使用者に対する使用距離に応じた支給上限額の

引上げ 

   55,000円／月 → 66,400円／月 

 (2) パーク＆ライドに係る駐車場料金の支給対象者の拡大 

 

３ その他所要の改正 

 

（施行日 令和８年４月１日） 
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（人事課） 

 特別職の職員の給与並びに旅費及

び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

 

茨城県特別職報酬等審議会からの

答申を踏まえ、所要の改正をしよう

とするものである。 

 

 

 

 

 

改正の内容 

 

１ 知事等の給料の改定 

(1) 茨城県特別職報酬等審議会からの答申を踏まえ、知事及

び副知事の給料を改定 

知 事： 1,340,000円 → 1,380,000円 

副知事： 1,080,000円 → 1,090,000円 

(2) (1)に準じて、教育長、公営企業管理者、病院事業管理者

及び常勤の監査委員の給料を改定 

 

２ 非常勤特別職の職員の報酬の改定 

１に準じて、非常勤特別職の職員の報酬を改定 

 

（施行日 令和８年４月１日） 

（財政課、薬務課、建築指導課、住宅課） 

 茨城県手数料徴収条例の一部を改

正する条例 

 

 低炭素建築物新築等計画の認定等

の手続の見直し等に伴い、所要の改

正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定等に併せて建築基準の審査

を申請する場合における手数料の加算の廃止 

 （現 行）県が審査の一部を外部機関に委託 

   ↓ 

 （改正後）申請者が外部機関の審査を受けた後、県に申請 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定等の審査を行う外部機関の

見直し 

 

３ その他所要の改正 

 

（施行日 令和８年４月１日外） 

（税務課） 

 茨城県地方活力向上地域等におけ

る県税の特別措置に関する条例の一

部を改正する条例 

 

 企業の本社機能の移転等の促進を

通じた就業の機会の創出及び経済基

盤の強化を引き続き図るため、所要

の改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

 事業税及び不動産取得税に係る軽減措置の適用期限の延長 

 （現 行）令和８年３月 31日まで 

   ↓ 

 （改正後）令和 10年３月 31日まで（２年間延長） 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（市町村課） 

 茨城県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例 

 

 住民基本台帳法の一部改正等に伴

い、所要の改正をしようとするもの

である。 

改正の内容 

 

１ 行政事務の効率化を図るための事務の追加（１事務） 

・茨城県地域医療薬剤師修学資金貸与条例による修学資金の

貸与に係る債権の回収に関する事務 

 

２ 住民基本台帳法の一部改正に伴う事務の削除（３事務） 

・採石法による採石業者の登録又は届出に関する事務 等 

 

（施行日 公布の日） 
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（保健政策課） 

 茨城県国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

 国民健康保険の国庫負担金等の算

定に関する政令の改正に伴い、所要

の改正をしようとするものである。 

 

改正の内容 

 

 子ども・子育て支援金に係る市町村の納付金額の算定に必要な

係数等を定めるもの 

 

 

 

（施行日 令和８年４月１日） 

（生活衛生課） 

 茨城県食品衛生法施行条例の一

部を改正する条例 

 

 食品衛生法施行規則の一部改正に

伴い、所要の改正をしようとするも

のである。 

改正の内容 

 

従業者が常駐せず全自動調理機（※）により食品を販売する場

合の営業施設基準を定めるもの 

※ 調理等を自動で行い、食品を提供する機能を有する調理器具

であって、自動販売機と同等以上の材質、構造、機能等を有す

るもの 

 

（施行日 令和８年４月１日） 

（障害福祉課） 

 児童福祉法に基づき指定障害児通

所支援の事業の設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改正

する条例 

 

 児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 市町村が母子保健法に基づき実施する健康診査を受けた乳

幼児について、各指定児童発達支援事業所で行う健康診断を

省略できる規定を追加 

 

２ その他所要の改正 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（障害福祉課） 

 児童福祉法に基づき指定障害児入

所施設の設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条

例 

 

 児童福祉法に基づく指定障害児入

所施設等の人員、設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 市町村が母子保健法に基づき実施する健康診査を受けた乳

幼児について、各指定福祉型障害児入所施設で行う健康診断

を省略できる規定を追加 

 

２ その他所要の改正 

 

 

 

（施行日 公布の日） 
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（子ども未来課、青少年家庭課） 

 児童福祉法に基づき児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

 児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 市町村が母子保健法に基づき実施する健康診査を受けた乳

幼児について、各保育所等で行う健康診断を省略できる規定

を追加 

 

２ 乳児院等に配置される職員の任用要件に、こども家庭ソー

シャルワーカー（※１）の資格を有する者を追加 

 

３ 児童自立支援専門員及び児童生活支援員の任用要件に、こ

ども家庭ソーシャルワーカー又は精神保健福祉士（※２）の

資格を有する者を追加 

 

４ その他所要の改正 

 

（※１）児童虐待その他児童福祉に関する専門的な対応を要す

る事項について、相談支援等を実施できる十分な知識及び技

術を有する者 

（※２）専門的知識及び技術をもって、精神障害者等の社会復

帰等に関する相談援助を行うことを業とする者 

 

（施行日 公布の日） 

（子ども未来課） 

 就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する

法律に基づき幼保連携型認定こども

園の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

 

 幼保連携型認定こども園の学級の

編制、職員、設備及び運営に関する

基準の一部改正に伴い、所要の改正

をしようとするものである。 

改正の内容 

 

職員による園児への虐待等の禁止について、児童福祉法に基

づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の

規定の準用に代えて、本条例に明記するもの 

 

 

 

 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（青少年家庭課） 

 児童福祉法に基づき一時保護施設

の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

 一時保護施設の設備及び運営に関

する基準の一部改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 児童指導員の任用要件に、こども家庭ソーシャルワーカー

（※）の資格を有する者を追加 

 

２ その他所要の改正 

 

（※）児童虐待その他児童福祉に関する専門的な対応を要する

事項について、相談支援等を実施できる十分な知識及び技

術を有する者 

 

（施行日 公布の日） 
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（技術革新課） 

 茨城県産業技術イノベーションセ

ンターの使用料及び手数料徴収条例

の一部を改正する条例 

 

 設備使用料及び試験等手数料を改

定するため、所要の改正をしようと

するものである。 

 

改正の内容 

 

設備使用料及び試験等手数料の見直し 

(1) 新たに追加する設備・試験 ２項目 

(2) 機器の更新等に伴う項目の更新 ９項目 

(3) 老朽化等により削除する設備・試験 ７項目 

 

 

 

（施行日 令和８年４月１日） 

（技術革新課） 

 茨城県立笠間陶芸大学校の設置

及び管理に関する条例の一部を改正

する条例 

 

 設備使用料を改定するため、所要

の改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

老朽化により廃棄する設備の使用料の削除 １項目 

 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（建築指導課） 

 茨城県建築基準条例の一部を改正

する条例 

 

 建築基準法施行令の一部改正に伴

い、所要の改正をしようとするもの

である。 

改正の内容 

 

引用条項の移動 

（現 行）建築基準法施行令第 137条の 12第６項に規定する大

規模な修繕又は模様替え 

  ↓ 

（改正後）建築基準法施行令第 137 条の 12 第 11 項に規定する

大規模な修繕又は模様替え 

 

（施行日 公布の日） 

（教育庁総務課） 

 茨城県市町村立学校教職員へき
、、

地

手当等支給条例の一部を改正する条

例 

 

 へき地教育振興法施行規則の一部

改正を踏まえ、所要の改正をしよう

とするものである。 

改正の内容 

 

１ へき地手当と地域手当の併給をしないこととする規定を削除 

 

２ その他所要の改正 

 

 

 

（施行日 公布の日） 
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（警務課） 

 茨城県地方警察職員定員条例の

一部を改正する条例 

 

 警察法施行令の一部改正に伴い、

所要の改正をしようとするものであ

る。 

改正の内容 

 

 地方警察職員の定員の改正 

区  分 
定  員 （人） 

改正前 改正後 増減 

警察官 警  視 146 146 － 

警  部 317 317 － 

警部補及び巡査部長 2,863 2,869 ＋6 

巡  査 1,500 1,504 ＋4 

小  計 4,826 4,836 ＋10 

その他の職員 581 581 － 

合    計 5,407 5,417 ＋10 

 

（施行日 令和８年４月１日） 
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